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〜自己紹介〜

石塚 大輔（イシヅカ ダイスケ）

【役職】

スポーツデータバンク株式会社 取締役

スポーツデータバンク沖縄株式会社 代表取締役

スポーツデータバンクコーチングサービス株式会社 代表取締役

台灣思動邦有限公司 董事長

一般社団法人日本ジュニアスポーツクラブ 事務局長

【略歴】

2003年 日本体育大学卒業

2003年 スポーツデータバンク（株）入社

2015年 同社取締役就任

2015年 スポーツデータバンクコーチングサービス（株）代表取締役就任

2015年 グループ初の台湾現地法人設立、董事長（代表）就任

2016年 スポーツデータバンク沖縄（株）設立、代表取締役就任
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部活動を取り巻く現状と課題
Current status and Issues
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部活動の現状

教員の負担
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例えば・・・



部活動の現状（メディア掲載）
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部活動の現状（参考資料）

学校運動部活動指導者の実態に関する調査報告書（平成26年7月公益財団法人日本体育協会より抜粋
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部活動の現状（メディア掲載）

部活動の時間や量が負担 44%

やったことのない種目の顧問を担当 39%

1都7県の公立中教員約3000人への調査

2012年朝日新聞
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土日や放課後の長時間の部活動が常態化し、顧問の先生が、

学習や生徒指導で十分に子供と向き合う時間がとれなくなって

おり、昨今、社会問題化しています。

そこで、本プロジェクトを通じて、こうした社会問題の解決の一

つとして寄与していきます。

1．顧問の先生の負担軽減

競技経験がない顧問の先生によって、技術指導が十分に行え

ていないという課題があります。

そこで、各種目の専門家（プロ）が指導を行うことで、技術向

上、メンタル面の向上を図る基盤を作り、より良い個々の心身

の健全な育成に努めます。

２．専門（プロ）による
技術指導

部活動が抱える課題の解決策
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部活動支援体制

外部指導員（者）制度

９０年代より導入されている個人指導者登録制度。

学校からの申請・承認を経て、自治体より指導者が派遣されルため、

自治体の予算を活用したモデルとなっている。

Ver.1.0

各教育委員会等予算型 民間委託モデル

約６年前より導入が開始した民間企業部活動委託モデル。

教育委員会や学校（保護者会）からの予算を活用したモデルとなっ

ている。

Ver.2.0

企業協賛型 民間委託モデル

今年より開始した新しい形の民間企業部活動委託モデル。

自治体や学校（保護者会）からの予算ではなく、地域にある民間企

業からの協賛を

Ver.3.0
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学校
A

委託事業（補助金）

学校
B

学校
C

学校
D

補助金による指導者派遣
※教育現場のため、企業商品等の紹介の禁止

各教育委員会からの委託事業

【東京都杉並区】

部活動活性化事業：5校12部活動

【大阪府大阪市】

大阪市立中学校部活動のあり方研究：4校4部活動

【東京都教育庁】

部活動の民間委託モデル事業委託：1校7部活動

当 社 実 績（平成28年度3月現在）

Ver.2.0 各教育委員会等予算型 民間委託モデル

自治体・行政
指導者（民間企業）

学校及び保護者会からの委託事業

京都府私立中学校：1校3部活動

埼玉県私立中学校：1校1部活動
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「継続的に予算」を

つけることが難しい。

。

今後の課題
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課題に対する解決策

スポーツ庁による取組

平成29年度概算要求

地域の教育委員会と

経済部局が連携した

新しいモデルの事業

「民間活力」として

企業からの支援がある
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伊波中
バスケ部

課題のアウトソース

学校
B

学校
C

学校
D

Ver.3.0 企業協賛型 民間委託モデル（沖縄県うるま市モデル事業）

自治体・行政
指導者（民間企業）

地元企業等

企業協賛（CSV）

＜概要＞

月２回（休日・休業日）

１回３時間

学校施設内での指導

種目：バスケ・サッカー・野球

沖縄県うるま市立伊波中学校

地域指導者（元アスリートやチーム等）

企業協賛による指導者派遣
※協賛や指導者所属企業等のサンプリングPRや

アンケート調査等の実施が可能

ホームセンター・タバタ

2017年2月よりバスケットボール部よりスタート。指導者は元琉球ゴー

ルデンキングス 澤岻（たくし）氏を派遣しています。

また、サッカー部ではFC琉球からの派遣を予定しています。

協賛企業として県内に３店舗ホームセンターを運営する（株）ホームセ

ンター・タバタにご協力いただいています。
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課題に対する解決策

2月26日（初回）

練習時の様子
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今後の展望と可能性
The Prospects
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今後の取組と可能性①

日本国内への拡大

日本全国で同様の課題があり

ニーズがあるため

国内の地域への展開を目指す

日本全国公立中学校数 9707校

（文部科学統計要覧（平成27年版）より
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今後の取組と可能性②

海外への輸出

【文部科学省 日本型教育の海外展開官民協働プラットフォーム EDU-Portニッポン】

パイロット事業 応援プロジェクト：日本型部活動の海外輸出

新しい取組モデルをもとに日本独自の「部活動」をタイへ輸出。

アジア・ASEANを中心に「ジャパンブランド」として
『BukatsuDO』を拡げる
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